
建政部 都市整備課 公式ブログはじめました！！（まちづくりnote）

○まちづくりについての情報を幅広く発信するため、公式ブログを開設しました！！（note）
○自治体の職員の方はもちろん、広く一般の方にもまちづくりの良い事例や、流域治水として
「まちとかわの関係」などの取組を知ってもらいたい！と思い、自治体などの取り組み事例紹介
や有識者へのインタビューなど随時更新！

関東地方整備局

↓ここから見られます！

https://note.com/kanto_machinote/all

資料１－８
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○事例紹介○ 関東地方整備局

○自治体のまちづくりや流域治水に関する取り組み事例などを紹介しています！

掲載記事一覧（R5.3.23現在）

1 関東まちづくりnoteはじめました！

2 スケボーパークは大雨時の縁の下の力持ち！？

3 まちとかわの関係を考える連載、はじめます

4 教えて流域治水！まちづくりはどう関わる？

5 冠水しても予定通り試合できるスタジアム

6 柏の葉に学ぶ水とまちの素敵な関係

7 ＨＥＬＬＯ，ＮＥＷ ＣＩＴＹ．うつのみや

8 防災とまちづくりについて考える
－加藤孝明先生インタビュー（前編・後編）

9 【視察レポート】荒川水循環センターと荒川調節池にいってきました！

10 イノベーションの主役は誰？？－ミズベリングディレクター岩本唯史氏インタビュー（前編・後編）

11 アメリカの気候変動とまちづくり～古澤えりさんインタビュー（前半・後半）

⇒Ｔｏ Ｂｅ Ｃｏｎｔｉｎｕｅｄ。。。
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都市計画と立地適正化計画の関係

都市計画法に基づく都市計画
（手法）民間に対する規制、行政によるインフラ整備
（趣旨）区域区分、開発行為規制、都市計画事業に

より、郊外のスプロール化（無秩序な市街化）
の抑制、効率的な都市基盤整備を実施

→開発圧力に対し都市の規模拡大をコントロール

市街化調整区域
市街化を抑制すべき区域

都市計画区域

市街化区域

市街化区域
-既成市街地及び10年以内に優先的に市街化を図る区域
-用途地域（建物の用途、密度、形態等を規制）を指定
ｰ都市施設、市街地開発事業を実施

市街化調整区域
-原則的に開発は認められない（開発許可）
-原則的に公共投資は行われない

都
市
計
画
区
域

都市再生法に基づく立地適正化計画
（手法）民間に対する経済的インセンティブ
（趣旨）都市計画の規制を前提に、規制緩和、税財政支

援等の誘導手法により、まちなか・公共交通沿線等
に住宅、医療・福祉、商業等の機能の立地を誘導し、
都市をコンパクト化

→人口減少下で都市機能の立地をコントロール

立地適正化計画に対する支援措置
-計画の作成に対する補助、コンサルティング
-誘導施設の整備に対する補助・金融・税制支援
-公共交通ネットワークの整備に対する補助

⇒これまでのまちづくり ⇒コンパクトシティにむけたまちづくり

居住誘導区域、都市機能誘導区域

誘導区域外
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立地適正化計画によるコンパクト・プラス・ネットワークの推進

◯立地適正化計画は、都市計画区域が指定されている市町村において、市街化区域等の範囲に居住誘導区域
と都市機能誘導区域を定め、コンパクトなまちづくりを推進。

都市機能誘導区域

居住誘導区域

市街化区域等

都市計画区域

※市街化区域等の「等」は、非線引き都市計画区域における用途地域指定の範囲を指す
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コンパクト・プラス・ネットワークのための計画制度

立地適正化計画
（市町村が作成）

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと施設を設定

地域公共交通計画
（市町村・都道府県が作成）

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

乗換拠点
の整備

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
○誘導したい機能の区域外での立地について
届出、市町村による働きかけ

〇誘導したい機能の区域内での休廃止について
届出、市町村による働きかけ

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
○福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和
○公的不動産・低未利用地の有効活用

◆区域外の居住の緩やかなコントロール
○一定規模以上の区域外での住宅開発について、
届出、市町村による働きかけ

◆区域内における居住環境の向上
○住宅事業者による都市計画等の提案制度

拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

公共交通沿線への
居住の誘導
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誘導区域内は都市再生整備計画事業（まち交）補助率が嵩上げ

国
費
率

５０％

４５％

４０％

都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金） 地域の様々なまちづくりを支える、ベーシックな交付金

○ 平成16年度に創設され「まちづくり交付金」として親しまれていた、自由度の高い交付金。

○ 支援対象は、様々な公共施設のみならず、都市施設、まちづくりの調査や、社会実験といったソフト事業も実施できます。

交付対象：市町村、市町村都市再生協議会

施行地区：（市街化区域及び用途地域内） 立地適正化計画策定に向けた具体的な取組を開始・公表している※R7年度以降に計画を提出した場合

ピーク時に片道時間３本以上の鉄道駅から半径１km・バス停から半径500mの範囲 等

（市街化区域及び用途地域外） 観光等地域資源の活用に関する計画がある地域

○ 都市機能誘導区域及び居住誘導区域内等に

施行地区を限定し、集中支援

○ 国費率 が５０％（都市機能誘導区域等）、

４５％（居住誘導区域等）にアップ

○ 拡充措置として

・病院、学校、図書館、子育て支援施設（誘導施設）

など、幅広い施設整備が可能に

・都道府県等、民間事業者へも直接支援可能に

・居住誘導に関する取り組みが支援対象に

都市構造再編集中支援事業 （個別補助金）

立地適正化計画に基づく取組等に対し集中的に支援

立地適正化計画に基づくまちづくりに対して
嵩上げ・拡充
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都市再生整備計画関連事業（旧まちづくり交付金）

都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金） 地域の様々なまちづくりを支える、ベーシックな交付金

都市構造再編集中支援事業（個別補助金）

立地適正化計画に基づく取組等に対し集中的に支援

○ 都市再生整備計画（旧まちづくり交付金）関連事業は、様々な政策目的に応じて、事業メニューを選択することが出来ます。

道路

公園

地域生活基盤施設 高質空間形成施設

誘導施設・基幹的誘導施設・既存建造物活用事業（誘導施設） 居住誘導促進事業

エリア価値向上整備事業

住宅系事業 提案事業

高次都市施設

区画整理・再開発

広場・緑地
情報板

駐車場
駐輪場

地域防災
施設

人工地盤
(デッキ･
地下道)

再生可能
エネルギー
施設

緑化施設

電線類
地中化

歩行支援
施設
(ﾊﾞﾘﾌﾘ施設)

情報化
基盤施設
(ｶﾒﾗ・ｾﾝｻｰ)

地域交流
センター

観光交流
センター

テレワーク
拠点施設

河川/下水道

医療・福祉施設 こども園・学校 図書館・博物館

子育て
支援施設

複合交通
センター

既存建造物活用事業
（誘導施設除く）

ﾜｰｹｰｼｮﾝ
拠点施設

既存建造物を活用した
高次都市施設等

既存ｽﾄｯｸを活用し官民連携で
エリア価値向上の取組

居住誘導区域へ移転を
希望する者への支援

立地適正化計画に
関係する事業

・事業活用調査
・まちづくり活動推進事業
・地域創造支援事業

まちなみ環境
整備事業 等

優良建築物等整備事業
公営住宅等整備 等 R4創設

R4創設

R4創設

基幹事業費の
一定割合の枠内で

実施可能

※小規模な公園も対象
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〇 頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける開発抑制、移転の促進、
立地適正化計画と防災との連携強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じる。

◆災害ハザードエリアにおける開発抑制
（開発許可の見直し）

＜災害レッドゾーン＞

-都市計画区域全域で、住宅等（自己居住

用を除く）に加え、自己の業務用施設（店舗、

病院、社会福祉施設、旅館・ホテル、工場等）の
開発を原則禁止

＜災害イエローゾーン＞

-市街化調整区域における住宅等の開発許
可を厳格化（安全上及び避難上の対策等を許
可の条件とする）

区 域 対応

災害レッドゾーン
市街化区域
市街化調整区域
非線引き都市計画区域

開発許可を
原則禁止

災害イエローゾーン 市街化調整区域
開発許可の
厳格化

開発許可を
原則禁止

開発許可
の厳格化

既存の住宅
・施設の移転

災害レッドゾーン

・災害危険区域（崖崩れ、出水等）
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域
・浸水被害防止区域
※R3年法改正により追加

開発許可を
原則禁止

【都市計画法、都市再生特別措置法】

災害イエローゾーン

・土砂災害警戒区域
・浸水想定区域（洪水等の発生時に
生命又は身体に著しい危害が生ずる
おそれがある土地の区域に限る。）

◆災害ハザードエリアからの移転の促進

-市町村による防災移転支援計画

市町村が、移転者等のコーディネートを行い、移転
に関する具体的な計画を作成し、手続きの代行
等

※上記の法制上の措置とは別途、予算措置を拡充
（防災集団移転促進事業の要件緩和

（10戸→5戸 等））

◆立地適正化計画の強化
（防災を主流化）

-立地適正化計画の居住誘導区域から災
害レッドゾーンを原則除外

-立地適正化計画の居住誘導区域内で行う
防災対策・安全確保策を定める「防災指
針」の作成

避難路、防災公園等の避難地、
避難施設等の整備、
警戒避難体制の確保等

【都市再生特別措置法】

【都市再生特別措置法】

居住誘導区域

市街化調整区域

災害レッドゾーン

市街化区域

災害イエローゾーン

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和2年法律第43号）

頻発・激甚化する自然災害に対応した「安全なまちづくり」 【R2法改正 都市計画法、都市再生特別措置法】
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防災指針の概要

〇 居住の安全確保等の防災・減災対策の取組を推進するため、都市再生特別措置法の一部を改正し、立地適正化計画に「防災指
針」を記載することを位置づけ、令和２年9月7日より施行。

〇 立地適正化計画においては災害リスクを踏まえて居住や都市機能を誘導する地域の設定を行い、区域内に浸水想定区域等の災害
ハザードエリアが残存する場合には適切な防災・減災対策を「防災指針」として位置付けることが必要。

■防災指針に基づくハード・ソフトの取組

（ベース：地理院地図）

イメージ

居住誘導区域

都市機能誘導区域

イメージ

■都市の災害リスクの高い地域等の抽出

■災害リスク分析と都市計画情報の重ね合わせ

防
災
ま
ち
づ
く
り
の
将
来
像
・
目
標
と
取
組
方
針
の
設
定

防災指針の手引き：https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000035.html

避難場所に向かう避難路 避難地となる公園浸水しない建物がどこにあるかハザードエリアがどう分布しているか

土地や家屋の嵩上げ

移転の促進

開発規制や立地誘導等の
土地利用方策

防災まちづくり活動
の支援

○家屋倒壊等氾
濫想定区域
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関東地整管内３５８都市のうち、立地適正化計画を１２５都市が公表済（うち防災指針作成済２５都市）、４１都市が作成中。（令和4年12月31日時点）

立地適正化計画の作成状況（関東地方整備局管内）

※ 水色着色は防災指針を作成・公表済※ 赤文字は作成・公表済

都県名 市区町村名 立地適正化計画 備 考 都県名 市区町村名 立地適正化計画 備 考 都県名 市区町村名 立地適正化計画 備 考 都県名 市区町村名 立地適正化計画 備 考

茨城県 水戸市 ■：公表済 栃木県 宇都宮市 ■：公表済 埼玉県 さいたま市 ●：作成中 東京都 八王子市 ■：公表済

日立市 ■：公表済 足利市 ■：公表済 川越市 ■：公表済 府中市 ●：作成中

土浦市 ■：公表済 栃木市 ■：公表済 熊谷市 ■：公表済 調布市 ●：作成中

古河市 ■：公表済 佐野市 ■：公表済 行田市 ●：作成中 日野市 ●：作成中

石岡市 ■：公表済 鹿沼市 ■：公表済 秩父市 ■：公表済 福生市 ■：公表済

結城市 ●：作成中 日光市 ■：公表済 所沢市 ●：作成中 狛江市 ■：公表済 R4.12.20公表

龍ケ崎市 ■：公表済 小山市 ■：公表済 本庄市 ■：公表済 西東京市 ●：作成中

下妻市 ■：公表済 真岡市 ■：公表済 東松山市 ■：公表済 武蔵村山市 ●：作成中

常総市 ■：公表済 大田原市 ■：公表済 春日部市 ■：公表済 瑞穂町 ●：作成中

常陸太田市 ■：公表済 矢板市 ●：作成中 狭山市 ●：作成中 神奈川県 川崎市 ●：作成中

高萩市 ■：公表済 那須塩原市 ■：公表済 鴻巣市 ●：作成中 相模原市 ■：公表済

笠間市 ■：公表済 さくら市 ●：作成中 深谷市 ■：公表済 横須賀市 ■：公表済

取手市 ■：公表済 那須烏山市 ●：作成中 草加市 ■：公表済 R4.10.1公表 平塚市 ●：作成中

牛久市 ■：公表済 下野市 ■：公表済 蕨市 ■：公表済 鎌倉市 ■：公表済

つくば市 ■：公表済 益子町 ●：作成中 戸田市 ■：公表済 藤沢市 ■：公表済

ひたちなか市 ■：公表済 茂木町 ■：公表済 朝霞市 ●：作成中 小田原市 ■：公表済

守谷市 ■：公表済 芳賀町 ■：公表済 志木市 ■：公表済 逗子市 ●：作成中

常陸大宮市 ■：公表済 群馬県 前橋市 ■：公表済 和光市 ●：作成中 秦野市 ■：公表済

那珂市 ■：公表済 高崎市 ■：公表済 久喜市 ●：作成中 厚木市 ■：公表済

坂東市 ■：公表済 桐生市 ■：公表済 蓮田市 ■：公表済 大和市 ■：公表済

かすみがうら市 ■：公表済 伊勢崎市 ■：公表済 坂戸市 ■：公表済 伊勢原市 ■：公表済

神栖市 ■：公表済 太田市 ■：公表済 幸手市 ●：作成中 海老名市 ■：公表済

鉾田市 ■：公表済 館林市 ■：公表済 鶴ヶ島市 ■：公表済 南足柄市 ■：公表済

つくばみらい市 ■：公表済 渋川市 ■：公表済 日高市 ■：公表済 松田町 ■：公表済

小美玉市 ■：公表済 藤岡市 ■：公表済 白岡市 ●：作成中 山梨県 甲府市 ■：公表済

茨城町 ■：公表済 富岡市 ■：公表済 三芳町 ●：作成中 山梨市 ■：公表済

大洗町 ■：公表済 吉岡町 ■：公表済 毛呂山町 ■：公表済 大月市 ■：公表済

城里町 ■：公表済 明和町 ■：公表済 越生町 ■：公表済 韮崎市 ●：作成中

東海村 ■：公表済 千代田町 ■：公表済 小川町 ■：公表済 甲斐市 ●：作成中

大子町 ●：作成中 邑楽町 ■：公表済 鳩山町 ■：公表済 上野原市 ■：公表済

阿見町 ■：公表済 美里町 ●：作成中 長野県 長野市 ■：公表済

境町 ■：公表済 上里町 ■：公表済 松本市 ■：公表済

寄居町 ■：公表済 上田市 ■：公表済

宮代町 ●：作成中 岡谷市 ■：公表済

杉戸町 ■：公表済 飯田市 ■：公表済

千葉県 千葉市 ■：公表済 諏訪市 ■：公表済

銚子市 ●：作成中 須坂市 ●：作成中

船橋市 ●：作成中 小諸市 ■：公表済

木更津市 ■：公表済 伊那市 ■：公表済

松戸市 ■：公表済 駒ヶ根市 ■：公表済

成田市 ■：公表済 中野市 ●：作成中

佐倉市 ■：公表済 大町市 ■：公表済

習志野市 ●：作成中 飯山市 ■：公表済

柏市 ■：公表済 茅野市 ■：公表済

市原市 ■：公表済 塩尻市 ■：公表済

流山市 ■：公表済 佐久市 ■：公表済

君津市 ●：作成中 千曲市 ■：公表済

匝瑳市 ●：作成中 安曇野市 ■：公表済

酒々井町 ■：公表済 御代田町 ●：作成中

栄町 ■：公表済 R4.11.22公表 富士見町 ■：公表済

芝山町 ●：作成中 白馬村 ■：公表済

長生村 ●：作成中 坂城町 ●：作成中 73
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（１）事前防災まちづくりの推進
１．防災・減災まちづくりの更なる推進

巨大地震による津波災害及び激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害発生が予想される地域からの住居や公共公益
施設等を移転することによる事前防災まちづくりを推進する。
そのため、 防災集団移転促進事業の見直しにより災害レッドゾーンからの事前移転を推進するとともに、事前復興まちづくり計画等に

基づく防災拠点の形成に対する支援を行う。
防災集団移転促進事業
⃝事前防災のための防災集団移転促進事業の推進

防災集団移転促進事業には補助対象経費の合計に限度額（合算限度額）が
設定されていることにより、事前移転の場合は、被災後移転の場合よりも建物補償費
や計画策定経費が高額となり自治体負担が増加するため、取組が進みにくい状況。
このため、事前移転の場合においては、一定の要件の下で合算限度額を設定しな

いこととすること等により、事前防災を推進。

※1 東日本大震災において実施された防災集団移転促進事業のうち、 住宅団地戸数が15～25戸の
事業の平均値に一般的な建物補償費を加算し、事前移転の場合における事業費を試算した金額
（15～25戸：東日本大震災を除く本事業の住宅団地平均戸数） （国土交通省調べ）

防災集団移転促進事業における「合算限度額」と
「移転事業費（被災後・事前）」の比較

住宅団地の用地取得・造成、住宅建設等に対する助成 等
元地の土地の買取及び建物補償
計画策定経費

10,000

事前移転
の事業費

0 20,000 30,000 40,000 50,000

建物補償費の増加

千円／戸

事前移転への支援の拡充により、
事前移転の場合の自治体負担を軽減

計画策定経費の増加

49,765※1

合算限度額 16,550

補助対象外経費（自治体負担）

○事前移転の場合は、以下の要件の下で
合算限度額を設定しない※２こととする。

都市再生整備計画事業
○防災拠点形成への支援

災害発生が予想されるような地域（都
市計画区域外を含む）において、事前復
興まちづくり計画等に基づき行われる、防
災拠点の形成に必要なインフラの整備に
ついて、防災・安全交付金により支援。

事前復興まちづくり計画等に基づく
防災拠点の形成を支援

都市計画区域外

都市計画区域

現行制度 拡 充

① 流域治水プロジェクトなど、地域の安全確保に資する施
策を推進するための計画に明記された事業であること

② 移転元地防御のための施設整備（ハード整備）を行
わず、必要最低限のインフラ整備に限定すること

③ 移転に要する事業費が堤防などのハード施設のトータル
コストを上回らないこと

＜要件＞

※２ 「元地の土地の買取及び建物補償」に新たな個別限度額を設定

被災後移転
の事業費

（個別限度額考慮）

26,161

補助対象外経費（自治体負担）

Ⅳ．令和５年度 都市局関係予算 主な新規・拡充事項等
防災集団移転促進事業 補 助 1.3億円(1.02倍)
都市再生整備計画事業 防安交 8,313億円の内数
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（２）災害に強い都市拠点・市街地の形成
１．防災・減災まちづくりの更なる推進

切迫する南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の地震や激甚化・頻発化する水災害等に対応するため、災害リスクの高いエリアからの
移転の促進や災害に強い都市拠点・市街地の形成など、コンパクトで災害に強いまちづくりを推進する。
都市構造再編集中支援事業 都市再生区画整理事業

災害リスクの高い地域から安全な地域への居住誘
導を促進するため、居住誘導区域への移転を支援
する居住誘導促進事業について、防災指針に位置
付けられた災害リスクの高い地域から居住誘導区域
への移転支援を強化する。

○災害リスクの低い地域への居住誘導の
更なる推進

○居住エリアの安全性強化
防災指針に則して浸水対策として土地の嵩

上げを行う土地区画整理事業について、エリア
単位での一時移転を行う際に必要な移転補
償費（別地区への一時移転に要する転居費
用の掛かり増し分及び仮住居等に係る費用に
限る。）を支援対象に追加する。

浸水対策として行う土地の嵩上げイメージ

災害リスクの高い地域からの移転

防災指針に即して、災害リスクの高い地域から移
転する場合、施行地区要件：「居住誘導区域面
積が市街化区域等面積の1／2以下」の適用を除
外する。

拡充内容

都市・地域交通戦略推進事業

地域の防災力強化に資する駅まち空間の再構築イメージ

○災害に強い駅まち空間の再構築
多くの人々が集まる駅・駅前広場と周辺街区

（駅まち空間）において、防災力強化に向けた計
画の作成を支援対象に追加するとともに、地域の
防災力強化に資する駅まち空間の整備等について、
防災・安全交付金により支援する。
災害時に必要な機能の確保
・一時滞在空間や災害支援拠点と

して活用可能な空間整備
・安全な避難経路の確保
・エネルギー供給、情報発信等に
係る機能の確保

・民間施設と連携した一時滞在施
設の確保

適切な避難行動の促進
・人流シミュレーションに基づく避難計画・誘導方針の策定
・避難動線を考慮したデジタルサイネージの設置
・ライブカメラ等によるリアルタイム混雑状況等の発信

代替輸送手段の確保
・シェアモビリティの導入
・民間施設や多様なモビリティと
連携したルール・システムの構築

都市構造再編集中支援事業 補 助 700.0億円(1.00倍)
都市再生区画整理事業、都市・地域交通戦略推進事業 防安交 8,313億円の内数
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国土交通省 水管理・国土保全局
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従前の対象エリア

特定都市河川流域における下水道による浸水対策の強化

○浸水の危険が高い地域を抱える特定都市河川流域について、下水道浸水被害軽減総合事業の
対象エリアに追加し、下水道管理者等による排水施設や貯留施設の整備とソフト対策を組み合わ
せた、浸水に対する総合的な対策を推進。

背景・課題 新規事項

○気候変動による降雨量の増大により、
全国各地で支川の氾濫や雨水出水に
よる浸水被害が頻発。

○河川・ダム整備のみによる浸水被害の
防止が困難である特定都市河川流域
においては、従来の排水施設に加え、
あらゆる関係者が協働し、更なる貯留・
浸透対策の強化とソフト対策を組み合
わせた総合的な浸水対策が必要。

武雄市※内の内水被害の状況 （令和３年８月）

※特定都市河川流域の指定を検討中 下水道浸水被害軽減総合事業の対象エリアのイメージ

特定都市河川流域
（新規対象エリア）

交付対象

• 排水施設
• 雨水貯留浸透施設
←施設規模要件を緩和して

下水道管理者による整備
を加速

• 移動式排水施設
• 河川等からの逆流防止施設
• 水位データ等の情報提供施設
• 防水ゲート、止水板 等

従前の対象エリア（浸水被害実績地区等）

１．流域治水

○特定都市河川流域における浸水対策強化のため、以下の拡充を実施。

■下水道浸水被害軽減総合事業の対象エリアの拡大

対象：下水道管理者等（止水板等の設置に関しては、民間事業者等への助成も含む）
拡充内容：ハード・ソフト一体的な浸水対策（右下交付対象）を支援する下水道浸水被害

軽減総合事業の対象エリアに、新たに特定都市河川流域を追加

■特定都市河川流域における貯留・浸透対策の強化

対象：下水道管理者
拡充内容：下水道浸水被害軽減総合事業において、特定都市河川流域に限り、雨水貯

留浸透施設の整備に係る規模要件を撤廃

新規
事項
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